
（単位：千円）

（実質黒字比率　 9.88 ％）

歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額
アーイ 越すべき財源 ウーエ

ア ウ エ オ
一般会計 36,313,433 2,301,286 116,418 2,184,868

合計 ▲ 2,184,868 ① ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

（連結実質黒字比率 19.55 ％）
　　※小数第３位切り捨て

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計の実質赤字額
歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額

アーイ 越すべき財源 ウーエ
ア ウ エ オ

8,741,131 42,766 0 42,766
5,126,058 248,708 0 248,708

782,350 12,669 0 12,669
合計 ▲ 304,143 ② ※黒字のため、実質赤字額はマイナス表示

公営企業会計（法非適用）の資金不足額
歳入総額 算入される 翌年度に繰り アーイーウ 資金不足・剰余額 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 越すべき財源 ーエ オ＋カ キ／ク
ア ウ エ オ キ ク ケ

下水道事業特別会計 1,544,229 0 0 69,272 69,272 1,247,517 ―
▲ 69,272

公営企業会計（法適用）の資金不足額
流動資産 算入される アーイーウ 解消可能 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 資金不足額 カ／キ
ア ウ エ オ キ ク

水道事業会計 1,866,551 0 1,765,548 0 422,640 ―
合計

＝実質赤字比率（％）

標準財政規模
＝連結実質赤字比率（％）

連結実質赤字額①+②+③+④

イ

③※資金剰余のため、資金不足額

＝

▲ 4,323,831
連結実質赤字額がマイナスのため、連結実質赤字比率なし

イ

会　　計　　名

一般会計等の実質赤字額①

22,113,543
▲ 2,184,868

歳出総額

イ
34,012,147

実質赤字額がマイナスのため、実質赤字比率なし

歳出総額

標準財政規模

会　　計　　名

資金不足額
カ

　　　はマイナス表示　

22,113,543
＝

一般会計等の実質赤字額
　　※小数第３位切り捨て

0

歳出総額

会　　計　　名

769,681後期高齢者医療特別会計

8,698,365

解消可能

介護保険特別会計

会　　計　　名

国民健康保険特別会計

合計

4,877,350

エ＋オ
カ

101,003

イ
1,474,957

流動負債 資金不足・剰余額

1,765,548
▲ 1,765,548 ④※資金剰余のため、資金不足額はマイナス表示



（単位：千円）

（３ヵ年平均）

※小数第２位切り捨て

平成２９年度 平成３０年度
ア 2,134,341 1,928,413
イ 0 0

2,134,341 1,928,413 ①
ウ 193,949 173,442
エ 233,261 223,090
オ 866,522 865,362

1,293,732 1,261,894 ②
カ 1,355,950 1,379,209 ③
キ 1,801,417 1,622,083 ④
ク 19,201,999 21,321,459
ケ 1,292,750 687,603
コ 199,908 104,481

20,694,657 22,113,543 ⑤

（地方債の元利償還金①+準元利償還金②）-（特定財源③+元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）
標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④

＝実質公債費比率（％）

③特定財源

⑤標準財政規模

＝

平成３０年度
（1,928,413　+　1,261,894）　-　（1,379,209　+　1,622,083）

＝

都市計画税充当可能額

標準税収入額等

1.8%

ク+ケ+コ

ウ+エ+オ

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

うち繰上償還に係るもの

平成２８年度

22,113,543　-　1,622,083

3
3.19996　+　1.43282　+　0.92241

①地方債の元利償還金
地方債の元利償還金

ア―イ

②準元利償還金

公営企業債の償還に充てたと認められる繰入金

平成２９年度
（2,134,341　+　1,293,732）　-　（1,355,950　+　1,801,417）

＝ 0.0143282

平成２８年度
（2,390,474　+　1,364,656）　-　（1,230,271　+　1,907,127）

＝ 0.0319996

1,230,271

21,211,488　-　1,907,127

20,694,657　-　1,801,417

0.0092241

④普通交付税算入額

臨時財政対策債発行可能額

1,907,127地方債の元利償還金・準元利償還金に係るもの

232,180

19,304,901
1,674,407普通交付税額

21,211,488

2,390,474
0

268,910

2,390,474
200,879

894,867
1,364,656



（単位：千円）

ア
イ
ウ
エ
オ
カ
キ
ク
ケ
コ
サ

①
②充当可能基金額　　　　 シ ②
③特定財源見込額 ス ③
④普通交付税算入見込額 セ ④

ソ
タ
チ

⑤※実質公債費比率の⑤と同じ
⑥普通交付税算入額 ツ ⑥※実質公債費比率の④と同じ

＝将来負担比率（％）

22,113,543　-　1,622,083
28,243,791　-　（16,296,140　+　5,917,007　+　13,393,083）

20,491,460

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額

28,243,791

0
組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額

連結実質赤字額

ア+イ+ウ+エ+オ+カ+キ+ク+ケ+コ+サ

第三セクター等に対する損失補償債務等に係る負担見込額

0

地方独立行政法人の負債額

平成３０年度

▲ 7,362,439

将来負担額がマイナスのため、将来負担比率なし＝

0

＝

将来負担額①　-　（充当可能基金額②+特定財源見込額③+地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

債務負担行為に基づく支出予定額 6,624,146
公営企業の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

①将来負担額

臨時財政対策債発行可能額

標準税収入額等

ソ+タ+チ

⑤標準財政規模

16,296,140

21,321,459
普通交付税額 687,603

1,622,083

5,917,007
13,393,083

22,113,543
104,481

1,267,429

14,547,393

0

0
地方道路公社の負債額
土地開発公社の負債額

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥

2,618,914
3,185,909


